予算要求資料
平成２７年度当初予算　　支出科目　款：商工費　項：商工費　　目：企業立地対策費　　　
	事業名　テクノプラザ特定集積事業補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　商工労働部　新産業振興課　部材産業係　電話番号：058-272-1111（内2939）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　Email:c11353@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　　　７，７６５千円（前年度予算額：８，１８５千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	8,185
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	8,185

	要求額
	7,765
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	7,765

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（1） 要求の趣旨（現状と課題）

・県が進めるテクノプラザへのＶＲ、ロボット技術等の特定産業関連企業等の集積とこれによる地域産業の活性化を図るため、テクノプラザ本館内の技術開発室を低廉な価格で賃貸できるよう、当該技術開発室を管理する(株)ブイ・アール・テクノセンターに補助する。

・30室中、21団体が22室に入居中（H26.10.1現在）で、入居率は、73.3%

である。管理費用が年々減少していることから、平成27年度の賃貸料に対する補助については、H26予算額を下回る見込み。
・現在、入居率が補助金算定の入居率見込み（80%）を下回っていること、県

有地の無償貸付期間が終了したことから、（株）ＶＲテクノセンターの技
術開発室貸出事業の収益性が悪化しており、賃貸料等の値上げをせざるを
得ない恐れがある。
（２）事業内容
　　　テクノプラザ本館にＶＲ(バーチャルリアリティ)やロボット技術、ＩＴ産

　　業関連企業の集積を図る(株)ＶＲテクノセンターに対し、当該企業がテクノ

プラザ本館内に所有する技術開発室（30室／34室　※うち4室は（株）Ｖ

Ｒテクノセンターが使用。）を低廉な賃貸料・共益費で企業等に提供できる

よう、年間入居実績に基づき必要となる額を助成する。

　　これにより、テクノプラザへのＶＲ・ロボット技術・ＩＴ等の特定産業の

集積と地域産業の活性化を図る。

（３）県負担・補助率の考え方

　    県が進めているテクノプラザへの企業集積を行い、以て地域産業の活性化

を図るためには一定の県の支援が必要である。
      賃料・共益費を年間入居実績に基づき、必要とされる補助額を下記の限度

額の範囲で行う。
○補助金（限度額）算定方法
（原価単価×貸付面積×貸付月数）－（設定単価×貸付面積×A×貸付月数）
＝｛原価単価÷A－設定単価｝×貸付面積×A×貸付月数
＜A：入居率見込み＞
	適用期間
	供用開始初年度
	供用開始2年度
	供用開始3年度
	供用開始4年度以降

	A
	0.5
	0.6
	0.7
	0.8


３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	負担金、補助金及び交付金
	7,765
	(株)ＶＲテクノセンターに対する賃料、共益費補助

	合計
	7,765
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
テクノプラザの技術開発室を低廉な価格で賃貸できるよう助成を行うことで、新事業創出促進基本構想に基づき、県が進めているテクノプラザへのＶＲ、ロボット技術等の特定産業関連企業等の集積と、これによる地域産業の活性化を図る


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	技術開発室の入居率

（10/１現在）
	62.0％
（H21）
	76.7％

(H24)
	73.3％

（H25）
	73.3％

（H26）
	80％

（H27）
	91.7％
  

	
	
	
	
	
	
	


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

（株）ＶＲテクノセンターがテクノプラザ本館内に所有する技術開発室（30室／34室）を低廉な賃貸料・共益費で企業等に提供できるよう、年間入居実績に基づき必要な補助を行った。




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　（株）ＶＲテクノセンターに対する助成により、施設運営における採算性を確保し、施設使用料の値上げ等を回避することで、企業向け技術開発室を廉価で安定的に供給することが可能となり、ＶＲ・ロボット・ＩＴ等特定産業の集積を図るとともに、地域産業の活性化につなげてきた。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	　昨今の景気が低迷する中において、入居率は低迷しているところであるが、当該補助事業によりモノづくり産業やＩＴ産業等の企業集積を行ってきたことで、産業の高度化・情報化及び新産業の創出を目指すテクノプラザの魅力の創出と企業集積に貢献してきた。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	当該補助事業により、技術開発室の入居率は当面の目標である入居率8割に近いところまで伸びている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○


	　現在技術開発室に入居している企業にしても、当該補助事業のおかげで、賃貸料の値上げが回避されておりメリットがある。

　また、廉価な賃借料でなければベンチャー企業の誘致は困難である。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
30室中、21団体が22室に入居中（H26.10.1現在）で、入居率は、73.3%であり、昨年度と同数となっている。
現在、入居率が補助金算定の入居率見込み（80%）を下回っていること、平成22年度に県有地の無償貸付期間が終了したことから、（株）ＶＲテクノセンターの技術開発室貸出事業の収益性が悪化しており、賃貸料等の値上げをせざるを得ない恐れがある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

テクノプラザへのＶＲ・ロボット技術・ＩＴ等の特定産業の集積と地域産業の活性化を図るためにも当該事業を継続し、優良企業の入居促進に努める。


